ひょうごヘリテージ機構Ｈ２Ｏ規約

総　　則

　（名　　称）

第1条 　本ネットワークは、ひょうごヘリテージ機構Ｈ２Ｏと称する。

　（目的及び活動）

第2条 　本ネットワークは、循環型社会における建築のあり方を見据え、歴史文化遺産の活用を推進するとともに情報共有を行うことを目的としている。構成員の自主・自発性を最大限に尊重し、常に新たな活動分野を開拓していくため、次の活動を行う。

（1） 歴史文化遺産を発掘する活動

（2） 歴史文化遺産を活用し、まちづくりに活かす活動

（3） ヘリテージマネージャーのスキルアップを図る活動

（4） （社）兵庫県建築士会から協力要請を受けた活動

（5） 地区活動情報の共有と、各地区への情報発信

（6） その他本ネットワークの目的を達成するために必要な活動

役員及び組織

　（構成員）

第3条 　本ネットワークの構成員は、「兵庫県ヘリテージマネージャー養成講習会」を受講した個人、および本ネットワークの趣旨に賛同する個人により構成される。
（団体とのネットワーク）

第4条 　本ネットワークの活動に賛同する団体と、相互の情報の共有を図る。

　（構成員の努力義務）

第5条 　社会の信頼を獲得するため、構成員が本ネットワークとして活動を行うときは、その内容を構成員にオープンにし、構成員相互のスキルアップに努める。
　（世話人会）

第6条 　本ネットワークを運営するため、世話人会を設置し、以下の世話人を置く。

　　　　 代表世話人　１名、副代表世話人　２名、世話人　各地区２名および代表世話人を補佐する世話人　若干名、監事　若干名

（世話人）

第7条 　世話人は各地区が２名選出する。代表世話人を補佐する世話人は世話人会が指名する。

２　 代表世話人は別に定める要領に基づき、世話人会が選出する。

３　 副代表世話人は、代表世話人が指名する。

４　 監事は、世話人会が選出する。

　（世話人の任期）

第8条 　代表世話人の任期は２年とする。ただし、留任はさまたげない。

　　２　 世話人の任期は、各地区、部会等が定める任期とする。

　　３　 副代表世話人、代表世話人を補佐する世話人、監事の任期は２年とする。

　（世話人の任務）

第9条 　代表世話人は、本ネットワークの事務を総理し、代表する。
２　 副代表世話人は、代表世話人を補佐し、代表事故あるときは、これを代理する。

３　 地区世話人は、地区活動情報の提供と、地区への情報発信を行う。

４　 代表世話人を補佐する世話人は、世話人の事務を補佐する。

５　 監事は、会計を監査する。

　（地区）

第１０条　本ネットワークの日常活動は、地域に根ざした地区が担う。地区は神戸、阪神、東・北播磨、中・西播磨、但馬、丹波、淡路で構成される。

（部会・研究会）

第１１条　本ネットワーク構成員は、必要に応じて部会・研究会を組織することができる。

資産および会計

（経　　費）

第１２条　本ネットワークの経費は、有志の寄付金その他により支弁する。

　　２　　事業の内容によっては、別途にその収支予算を組むことができる。

　　３　　活動経費の収支については、会計担当世話人が世話人会に報告する。

（会計年度）

第１３条　本ネットワークの会計年度は４月１日に始まり翌年３月３１日に終わる。

雑　　則

　（規約の改訂）

　第１４条　本規約は、世話人会の議決を経て改訂することができる。

付　　則

　本規約は、平成２３年２月１２日から施行する。

（別紙）

代表世話人の選出

１　代表世話人の任期満了、または任期途中に辞任する場合、新たな代表世話人を選出する。新しい代表世話人が選出されるまで、これまでの代表世話人が引き続きその任務を行う。

２　世話人会を開催し、世話人の中から代表世話人選出担当を３名選出する。

３　担当は、本ネットワークを通じて代表世話人の立候補者（自薦・他薦）を募る。他薦の場合は本人の同意を得たものとする。選出スケジュールは担当が決定する。

４　担当は、立候補者を世話人会に報告するとともに、代表世話人選出のための世話人会を開催し、立候補者または推薦者から抱負等を聞いて、世話人総数の3分の２の出席者（委任状を含む）の過半数の議決を経て代表世話人を選出することができる。立候補者が世話人の場合は投票を行うことはできない。

５　世話人による投票により、最大票数を獲得した者を代表世話人として選出する。最大得票が出席世話人の過半数に満たない場合は、上位２名で再投票を行う。

立候補者がいなかった場合は、世話人会が代表世話人候補を選定する。

６　代表世話人選出結果は、地区世話人が本ネットワークを通じて構成員に周知する。

規約の改訂

１　規約の改訂は、世話人会で世話人総数の3分の２の出席者（委任状を含む）の過半数の議決を経て改訂することができる。
